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事業報告

会社の新株予約権等に関する事項

（１）当期末日において取締役が保有する新株予約権の状況

名 称 割 当 日
新 株
予 約 権
の 数

目的となる
株式の種類
及 び 数

発 行 価 額 行 使 価 額 行 使 期 間
保有している
人 数

住友林業株式会社
平成27年度
新株予約権

（株式報酬型）

2015年
８月20日

109個
当社普通株式
10,900株

１株当たり
1,233円

１株当たり
１円

2015年
８月21日から

2035年
８月20日まで

３名
（社外取締役
を除く）

住友林業株式会社
平成28年度
新株予約権

（株式報酬型）

2016年
８月19日

164個
当社普通株式
16,400株

１株当たり
1,092円

１株当たり
１円

2016年
８月20日から

2036年
８月19日まで

６名
（社外取締役
を除く）

住友林業株式会社
平成29年度
新株予約権

（株式報酬型）

2017年
８月18日

145個
当社普通株式
14,500株

１株当たり
1,256円

１株当たり
１円

2017年
８月19日から

2037年
８月18日まで

５名
（社外取締役
を除く）

（注）取締役が保有している新株予約権の一部には、取締役が執行役員在任時に割り当てられたものが含まれています。

（２）当期末日において監査役が保有する新株予約権の状況

名 称 割 当 日
新 株
予 約 権
の 数

目的となる
株式の種類
及 び 数

発 行 価 額 行 使 価 額 行 使 期 間
保有している
人 数

住友林業株式会社
平成27年度
新株予約権

（株式報酬型）

2015年
８月20日

16個
当社普通株式

1,600株
１株当たり
1,233円

１株当たり
１円

2015年
８月21日から

2035年
８月20日まで

１名
（社外監査役
を除く）

住友林業株式会社
平成28年度
新株予約権

（株式報酬型）

2016年
８月19日

26個
当社普通株式

2,600株
１株当たり
1,092円

１株当たり
１円

2016年
８月20日から

2036年
８月19日まで

１名
（社外監査役
を除く）

住友林業株式会社
平成29年度
新株予約権

（株式報酬型）

2017年
８月18日

24個
当社普通株式

2,400株
１株当たり
1,256円

１株当たり
１円

2017年
８月19日から

2037年
８月18日まで

１名
（社外監査役
を除く）

（注）監査役が保有している新株予約権は、監査役が取締役在任時に割り当てられたものです。

（３）その他新株予約権に関する重要な事項

2018年９月27日に当社が発行した2023年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の概

要は次の通りです。

新株予約権の数
目的となる株式の

種類及び数
転 換 価 額 行 使 期 間

2021年12月31日現在の
新株予約権の数

1,000個
当社普通株式
4,621,926株

１株当たり
2,163.6円

2018年10月11日から
2023年９月13日まで

1,000個
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

＜業務の適正を確保するための体制＞

（１）職務執行の基本方針

①当社は、元禄年間の創業以来、「営業は信用を重んじ、確実を旨とし」「浮利に趨り、軽進すべからず」などの文

言に象徴される「住友の事業精神」を経営の根幹としながら、「国土報恩」の理念や、環境に配慮しながら永続的

に森林を育成・管理する「保続林業」の事業姿勢を継承しており、このような歴史を背景に、経営理念として

『住友林業グループは、公正、信用を重視し社会を利するという「住友の事業精神」に基づき、人と地球環境にや

さしい「木」を活かし、人々の生活に関するあらゆるサービスを通じて、持続可能で豊かな社会の実現に貢献し

ます。』を掲げ、それを具現化するための行動指針として、以下の５項目を定めている。

・お客様の感動を生む、高品質の商品・サービスを提供します。

・新たな視点で、次代の幸福に繋がる仕事を創造します。

・多様性を尊重し、自由闊達な企業風土をつくります。

・日々研鑽を積み、自ら高い目標に挑戦します。

・正々堂々と行動し、社会に信頼される仕事をします。

②当社は、当社グループの役職員が守るべき行動の原則や価値観を当社グループ共通の倫理規範等に定めており、

これを真摯に実践する。

③当社は、反社会的勢力に対して、妥協を許さず、毅然とした態度で対応することを当社グループの基本方針とし、

実践する。

（２）当社の取締役・使用人及び子会社の取締役等・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①当社は、当社グループの基本方針として、コンプライアンスの推進を経営の最重要課題のひとつと位置付け、制

度・環境の整備を進める。

②当社は、コンプライアンス経営を徹底するため、コンプライアンス推進を目的とするグループ横断型の委員会の

設置、外部の法律事務所と総務部長を通報先として当社グループ会社及び協力会社の役職員が利用できる内部通

報制度（コンプライアンス・カウンター）の設置、コンプライアンスに関する教育・研修の実施、諸規程の整備

等、全社的なコンプライアンス体制の整備を行い、グループを通じた内部統制機能の強化と自浄能力の向上を継

続的に図る。

③財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関しては、規程類や業務手順標準化に関す

る書類を整備する。主要部門において財務報告プロセスの適正性及び内部統制システムの有効性に関する検証を

行い、内部監査部門がその結果に関する評価を行う体制を構築しており、継続して財務報告の適正性に関する内

部統制関連業務の質的改善に努める。

（３）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①当社は、文書及び情報の管理に関する諸規程に基づき、株主総会議事録、取締役会議事録などの法定書類、その

他重要な意思決定に関する稟議書など重要書類の記録及び保存を適切に行う。

②当社は、ＩＴを利用した情報の保管・閲覧・共有機能の向上に努める。

（４）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は、内部統制と一体化したリスク管理体制の確立を念頭に、リスク管理に関する規程の整備を行うと同時に、

リスク管理委員会を設置し、当社グループのリスクの把握とその評価及び対応策の策定を行い、当社グループの

リスク管理体制の整備・強化を継続的に進める。

②リスク管理委員会は、想定されるリスクに関する対応状況について、その進捗を管理するとともに、定期的に当

社の取締役会及び監査役に報告を行う。

③当社は、当社グループ内で発生する重大な緊急事態について、当社グループの役職員が速やかに当社の経営トッ

プに報告する「２時間ルール」の適正な運用に努め、損失リスクの回避・軽減を図る体制強化を継続的に行う。

④当社は、大規模災害、パンデミック等の危機事象の発生に備え、事業中断による損失の軽減を目的とした事業継

続マネジメント（ＢＣＭ）を推進することにより、有事に即応できる体制を構築する。また、子会社に対しても、

ＢＣＭの推進について必要な指導及び助言等を行う。

（５）当社の取締役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社は、執行役員制度の採用により、意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、少人数のメンバーで構成さ

れる取締役会が迅速な意思決定を行える体制としている。各執行役員は、取締役会の指揮監督のもと、業務執行

の責任者として各担当業務を効率的に執行する。

②当社は、事業環境の変化に応じた迅速な意思決定と権限配置の最適化を目的に、取締役会附議基準、職務権限規

程などの見直しを適切に行う。
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③当社は、当社グループの長期ビジョンに基づき、中期経営計画及び年度予算において事業領域ごとに達成すべき

目標とそれを実現する具体的施策について定め、経営資源を適正かつ効率的に配分することでそれらの実現に努

める。

④当社は、社内規程に基づき、当社内に個々の子会社を担当する主管部門を定めており、主管部門の役職員を子会

社の役員に就任させること等で、経営上の施策について適切な進捗管理を行い、子会社の業務執行を効率的に進

める。

（６）当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他当社及びその子会社から成

る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社は、主管部門を通じて、当社取締役会において、子会社における経営上の重要事項の附議、業務執行につい

ての報告を行わせることを義務付けることにより、企業集団全体に対する統制と牽制を行う。

②当社は、企業集団全体の内部統制を実効性あるものにするため、子会社各社において規程の整備を行い、また、

各社の状況を考慮しながら内部監査部門を設置するなど、各社の自律的な内部統制環境の整備を進める。

③当社は、当社内部監査部門及び主管部門等を通じた子会社各社への牽制機能の強化等、コンプライアンス体制強

化も含めた子会社への監視・監督機能の質的改善を継続的に推進する。

（７）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該

使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項並びに当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項

①当社の代表取締役又は取締役会は、監査役と協議の上、監査役の補助使用人として適切な人材を配置し、その異

動、人事評価、懲戒処分を行う場合は、監査役の同意を要する。

②当社の監査役は、必要に応じ補助使用人を指揮して監査業務を行う。

③当社の監査役は、補助使用人の独立性が不当に制限されることのないよう、当社の代表取締役又は取締役会に対

して必要な要請を行う。代表取締役又は取締役会は、当該要請に対して、適切な措置を講じる。

（８）当社の取締役・使用人及び当社の子会社の取締役等・監査役・使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社

の監査役に報告をするための体制、その他の当社の監査役への報告に関する体制

①当社の監査役は、当社における重要な意思決定の過程及び取締役の職務の執行状況を把握するため、当社の取締

役会のほか必要に応じて、当社の経営会議などの主要な会議に出席する。

②当社グループの役職員は、当社の監査役から職務執行に関する事項について報告を求められた場合、速やかに報

告を行う。また、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実及び不正行為又は法令・定款に違反する重大な事

実を認識した場合、当社の監査役に報告する。

③当社の監査役は、当社グループのコンプライアンス、リスク管理の活動状況及び内部監査結果について、当社の

内部監査部門等から定期的に報告を受け、これらが有効に機能しているかを監視し検証する。

④当社の代表取締役は、当社の監査役と定期的に意見交換を行うと同時に、監査の実効性が保たれるよう監査環境

の整備に努める。

⑤当社は、主要な子会社の監査役に適切な人材を選任し、当該各社における監査の実効性向上と情報交換を目的と

したグループ監査役会を定期的に開催する。

（９）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、当社グループの役職員が当社の監査役に対して前号の報告をした場合、当該報告者に対して、不利益な

取扱いを行わない体制を社内規程等により整備するほか、当該報告者及びその内容について、厳重な情報管理体

制を整備するとともに、子会社に対しては、その旨を周知徹底する。

（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社の監査役会は、当社の監査役の職務の執行上必要な費用を当社の予算に計上する。また、当社の監査役が職

務の執行において緊急又は臨時に支出した費用については、事後、会社に償還を請求することができる。当社代

表取締役又は取締役会は、これらの内容に対して適切な措置を講じる。

（11）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①当社の監査役会は、重要な意思決定の過程について、当社の社外取締役と情報交換及び連携することにより、監

査の実効性の確保に努める。

②当社の監査役会は、監査の実効性を一層確保すべく、会計監査人と定期的に情報交換を行う。
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＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞

（１）リスク管理及びコンプライアンス体制

①当社は、リスク管理委員会を３か月に１回開催し、その構成員である各執行役員が、管理対象リスクの洗い出し、

分析及び策定した対応計画について共有・協議しています。また、この委員会の配下には、コンプライアンス及

び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）に関する２つの小委員会を設置し、グループ横断的なリスクと位置付けるコ

ンプライアンスリスクと事業中断リスクについて、対応の実効性を高めるための活動を展開しています。これら

の活動内容は取締役会に報告・答申し、経営層によるマネジメントレビューを実施するなど、業務執行に反映さ

せる仕組みを整備しています。当期は、リスク管理委員会を４回、コンプライアンス小委員会を２回、ＢＣＭ小

委員会を２回開催し、取締役会への報告を４回実施しました。

②コンプライアンス強化の取り組みとしては、コンプライアンス小委員会において、事業継続上重要な法令の要求

事項について点検を行うなど、コンプライアンス体制の継続的改善を図りました。また、内部通報窓口であるコ

ンプライアンス・カウンターにおいては、通報内容に対して適切に対応しました。

③ＢＣＭ推進の取り組みとしては、安否確認・情報連絡訓練を１回、初動対応模擬訓練を１回実施しました。また、

当社は、事業継続及び社会貢献に積極的に取り組んでいる事業者に与えられる「国土強靭化貢献団体認証（レジ

リエンス認証）」を取得しました。このほか、新型コロナウイルスの感染拡大状況に応じて、国や自治体の動向を

踏まえた、感染拡大の防止策を継続的に実施しました。

④財務報告の適正性に関する内部統制については、財務報告に係る内部統制に関する社内規程等に基づき、内部監

査部門が対象となる各部門及び子会社の評価作業を継続的に実施しました。

（２）取締役の職務執行の効率性を確保するための体制

①当社は執行役員制度を導入しており、意思決定・監督機能については、取締役会（当期は16回開催）において、

重要事項に関する意思決定並びに中期経営計画・年度予算の進捗状況及び業績を確認するなど、業務執行の監督

機能強化に努めました。業務執行機能については、執行役員会（当期は12回開催）において、業務執行の進捗状

況に関する報告、社長からの業務執行方針の指示・伝達等を行いました。

②当社は、主管部門の役職員が子会社の役員に就任することなどにより、経営上の施策について進捗管理を行い、

子会社の業務執行を効率的に進めました。

（３）企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社は、取締役会附議基準や関係会社管理規程に基づき、主管部門を通じて、子会社における経営上の重要事項

を当社取締役会で附議したほか、業務執行について報告を受けました。

②当社内部監査部門は、関係会社管理規程に基づき、定期的に子会社監査を実施し、指摘すべき事項が発見された

場合は、改善指導及び確認を行いました。

（４）監査役の監査体制

①当社は監査役の補助使用人として、検査役監査役付（主要部門の上級管理職が兼務）10名を配置し、毎月、検査

役報告会を開催しています。検査役報告会では、監査役は検査役から業務検査状況の報告を受け、監査業務を実

施しました。

②当社の監査役は取締役会、経営会議等の重要会議に出席し、経営判断のプロセスに関する正確な情報を適時に入

手することができる体制を構築しています。監査役監査の実効性を向上させるため、会計監査人のほか、内部監

査部門との連携を図っています。また、リスク管理・コンプライアンス、会計、労務を担当する各部門から定期

的に報告を受け、内部統制が有効に機能しているかの監視・検証を行いました。さらに、主要な子会社の監査役

を出席メンバーとするグループ監査役会を当期は５回開催し、グループ経営の執行状況に対する監視機能強化に

努めました。

③当社の監査役会は、月例の監査役会に合わせて、経営会議の議事内容について担当執行役員が監査役及び社外取

締役に対して説明する場を設け、意見交換を行っています。また、監査役と代表取締役との間においても、原則

として半期毎に意見交換を行っています。
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連結計算書類
連結株主資本等変動計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株
予 約 権

非支配株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当期首残高 32,803 18,485 283,416 △2,340 332,363 44,337 1,762 △11,098 96 35,098 120 31,875 399,456

連結会計年度中
の変動額

新株の発行 17,259 17,259 34,518 34,518

新 株 の 発 行
（新株予約権の
行使）

2 2 3 3

剰余金の配当 △10,950 △10,950 △10,950

親会社株主に
帰属する当期
純利益

87,175 87,175 87,175

自己株式の
取得

△21 △21 △21

非支配株主と
の取引に係る
親会社の持分
変動

△1,847 △1,847 △1,847

株主資本以外
の項目の連結
会計年度中の
変動額 (純額)

△7,111 1,640 24,797 △54 19,273 △3 12,486 31,755

連結会計年度中
の変動額合計

17,261 15,414 76,225 △21 108,878 △7,111 1,640 24,797 △54 19,273 △3 12,486 140,633

当期末残高 50,064 33,899 359,641 △2,362 441,241 37,226 3,403 13,699 42 54,370 116 44,361 540,089
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

１．連結の範囲に関する事項

連結の範囲に含まれている子会社は324社であります。主要な連結子会社の名称は、住友林業クレスト㈱、住友林業フォ

レストサービス㈱、住友林業ホームエンジニアリング㈱、住友林業ホームテック㈱、住友林業緑化㈱、住友林業レジデン

シャル㈱、Henley Arch Unit Trust、Henley Arch Pty Ltd.、Bloomfield Homes, L.P.、Crescent Communities, LLC、DRB

Enterprises, LLC、Edge Utah HoldCo, LLC、Gehan Homes, Ltd.、MainVue Homes LLC 及び Mark III Properties, LLC で

す。

当連結会計年度より、持分の新規取得に伴い、コーナン建設㈱ 他82社を連結の範囲に含めております。一方、持分の売

却・清算に伴い、前連結会計年度に連結子会社であった派爾剛木製品（上海）有限公司 他12社を連結の範囲から除外し

ております。また、持分の減少に伴い、前連結会計年度に連結子会社であったCRP/Crescent Harpeth Heights Venture,

LLC 他12社を連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した関連会社は132社であります。主要な持分法適用の関連会社の名称は、㈱熊谷組です。

当連結会計年度より、持分の新規取得に伴い、HTSC Pearce LN LP 他31社を持分法適用の範囲に含めております。

また、持分の減少に伴い、前連結会計年度に連結子会社であったCRP/Crescent Harpeth Heights Venture, LLC

他12社を持分法適用の範囲に含めております。一方、持分の売却・清算に伴い、前連結会計年度に持分法適用の

関連会社であった北京金隅装飾工程有限公司 他19社を持分法適用の範囲から除外しております。

（２）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用し

ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

国内連結子会社６社及び海外連結子会社１社の決算日は３月31日であるため、連結計算書類の作成にあたり、連結

決算日に実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法）

その他有価証券 時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの … 移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法によっております。

③たな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品は主として移動平均法による原価法を、未成工事支出金、販売用不動産

及び仕掛販売用不動産は個別法による原価法を採用しております。貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。海外連結子会社は主として定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。
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（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④完成工事補償引当金

完成工事に係る補修費支出に備えるため、過去の実績に将来の見込みを加味した額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の連結子会社は、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用については、発生年度に一括処理しております。

（５）収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日）及び「収益認識に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、外貨建取引の振当処理をヘッジ対象の貿易取引等に適用しておりま

す。金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を適用しております。

②ヘッジ手段

為替変動リスクに対し、為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用しております。金利変動リスクに対し、金利

スワップ取引を利用しております。

③ヘッジ対象

管理規程に定められた方針に基づき、予定取引を含む貿易取引等の一部及び金利変動リスクのある借入金等をヘ

ッジの対象としております。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引及び通貨スワップ取引については、ヘッジの有効性が高いと認められるため、有効性の評価につい

ては省略しております。金利スワップ取引については、特例処理適用につき、有効性の評価については省略して

おります。

（７）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって定額法により償却を行っております。金額

が僅少なものについては、発生年度で償却しております。

（８）その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式を採用しております。
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表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度の年度末に

係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

重要な会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

当連結会計年度

有形固定資産及び無形固定資産 204,854

減損損失計上額 3,819

（２）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

①算出方法

減損の兆候がある資産又は資産グループについて、そこから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額

が減損損失判定時点の帳簿価額の合計を下回る場合、減損損失判定時点の帳簿価額の合計と回収可能価額と

の差額を減損損失として計上しております。

②金額の算出に用いた主要な仮定

回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値のいずれか高い方の利用が要請され、正味売却価額について

は、売却予定価額または鑑定評価額を基に算定し、また、使用価値については、将来キャッシュ・フローを

はじめとし、多くの見積り・前提を使用して算定する必要があります。将来キャッシュ・フローの算出に用

いた主要な仮定は、取締役会等で承認された予算及び中長期の事業計画に基づく売上高及び営業利益の予

測、並びに加重平均資本コストであります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

これらの見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において減損

損失の追加計上が必要となる可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保資産及び担保付債務

（１）担保に供している資産

現金及び預金 649百万円

受取手形及び売掛金 36

完成工事未収入金 2,374

未成工事支出金 334

販売用不動産 1,238

仕掛販売用不動産 6,230

未収入金 4

建物及び構築物 7,237

機械装置及び運搬具 12,086

土地 2,803

建設仮勘定 1,958

投資有価証券 19,714

その他 3,678

合計 58,341

（２）担保付債務

短期借入金 3,197百万円

１年内償還予定の社債 12

社債 152

長期借入金 15,126

その他 250

合計 18,737

２．有形固定資産の減価償却累計額 128,929百万円

３．保証債務等

金融機関からの借入金等に対する保証

住宅・宅地ローン適用購入者 28,516百万円

苅田バイオマスエナジー㈱ 19,155

Crescent Communities グループ

傘下の関連会社
17,188

(同)杜の都バイオマスエナジー 4,004

DRSFA, LLC 332

川崎バイオマス発電㈱ 113

合計 69,307

４．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度の末日は金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 6,222百万円

支払手形 3,875
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式総数

普通株式 201,200,936株

２．当連結会計年度の末日における自己株式の数

普通株式 1,338,269株

３．剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年３月30日
定時株主総会

普通株式 4,562 25.00 2020年12月31日 2021年３月31日

2021年８月10日
取締役会

普通株式 6,388 35.00 2021年６月30日 2021年９月８日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年３月29日
定時株主総会

普通株式 9,041 利益剰余金 45.00 2021年12月31日 2022年３月30日

４．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式

の種類及び数

普通株式 4,719,726株

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については主に

銀行借入及び社債発行によっております。

デリバティブ取引については、通常の外貨建営業取引等に係る為替変動リスク及び借入金に係る支払金利の変動

リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針です。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金は顧客の信用リスクに晒されております。短期貸付金は、主とし

て短期資金の運用を目的に一定以上の格付けのある金融機関と契約している現先取引であり、信用リスクは軽微

であります。有価証券は、主に短期間で決済される譲渡性預金であります。投資有価証券は、主に満期保有目的

の債券及び業務上の関係を有する株式であり、市場価格変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金及び社債の使途は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。変動金

利による借入金は金利の変動リスクに晒されておりますが、一部についてはデリバティブ取引(金利スワップ取

引)を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予

約取引及び通貨スワップ取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワッ

プ取引であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと
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もに、主な取引先の信用情報を最低年１回把握する体制としております。

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の

債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、取引の実行及び管理は定められた範囲内で、管理規程に基づく一定のルールの

もと、各会社の担当部門において実行され、その実施状況は取締役会にて定期的に報告されております。

また、これらの取引は国内外の優良な金融機関に分散して実施しており、契約不履行によるリスクは極めて少

ないものと考えております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社の各部署及び連結子会社からの報告に基づき、財務部が資金繰計画を作成・更新することなどにより、流

動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、連結貸借対照表計上額

の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。また、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません（(注）２参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 ※１

時価 ※１ 差額

（１）現金及び預金 139,957 139,957 －

（２）受取手形及び売掛金 140,075 140,075 －

（３）有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券 759 766 6

②関連会社株式 41,608 36,285 △5,323

③その他有価証券 80,809 80,809 －

資産計 403,208 397,892 △5,316

（１）支払手形及び買掛金 （134,065） （134,065） －

（２）工事未払金 （98,165） （98,165） －

（３）社債 ※２ （90,164） （90,021） △143

（４）長期借入金 ※３ （186,466） （185,990） △476

負債計 （508,859） （508,241） △618

デリバティブ取引 ※４

①ヘッジ会計が適用されていないもの 62 62 －

②ヘッジ会計が適用されているもの 5,115 5,115 －

デリバティブ取引計 5,177 5,177 －

※１ 負債に計上されているものは、( )で示しております。

※２ １年以内に償還予定の社債を含めております。

※３ １年以内に返済予定の長期借入金を含めております。

※４ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については( )で示しております。

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

― 11 ―

2022年02月22日 15時56分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



っております。

（３）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は金融機関

から提示された価格によっております。譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負 債

（１）支払手形及び買掛金、並びに(２)工事未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（３）社債

社債の時価は、主に市場価格に基づき算定しております。

（４）長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状

態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた

め、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該

長期借入金の元利金の合計額(*)を同様の借入れにおいて想定される利率で割引いて現在価値

を算定しております。

(*)金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、その金利スワップのレー

トによる元利金の合計額

デリバティブ取引

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該売掛金及び買掛金の時価に含めて記載しております。

金利スワップの特例処理及び金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長

期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載してお

ります。

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 3,243

関連会社株式 58,320

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(３) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域及び海外（主に米国）において、賃貸マンション等を有して

おります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

28,509 27,834

（注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 期末の時価は、以下によっております。

（１）国内の主要な不動産については、不動産鑑定士による鑑定評価額、その他の不動産については、適

切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額等を採用しております。

（２）海外の不動産については、主に現地の鑑定人による鑑定評価額を採用しております。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,479円76銭

１株当たり当期純利益 457円69銭

収益認識に関する注記

顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

（１）商品の販売に係る収益

商品の販売に係る収益には、主に卸売、小売、製造・加工を通じた木材・建材等の販売、分譲住宅等の販売が含

まれ、引渡時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収

益を認識しております。

（２）工事契約に係る収益

工事契約に係る収益には、主に戸建住宅・集合住宅等の建築工事の請負が含まれ、履行義務を充足するにつれて、

一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として

発生原価に基づくインプット法によっております。

ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契

約については、一定の期間にわたり収益を認識せず、引渡時点において履行義務が充足されると判断し、当該時

点で収益を認識しております。

（３）サービス及びその他の販売に係る収益

サービス及びその他の販売に係る収益には、主に木材・建材等の代理取引に係る手数料、戸建住宅・集合住宅等

の保証サービスに係る手数料、不動産の管理・仲介に係る手数料等が含まれ、これらの取引は契約上の条件が履

行された時点をもって履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。なお、一定の期間

にわたり履行義務を充足する取引については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。

追加情報に関する注記

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

当連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化している状況を踏まえ、有料老人ホーム・

サービス付き高齢者向け住宅の運営事業に関する事業計画を見直した結果、当該事業に係る減損損失を計上しており

ます。新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を予測することは極めて困難でありますが、当社グ

ループにおいては、当連結会計年度の業績に一定の影響はあったものの、重要な影響は発生しておりません。

したがって、繰延税金資産の回収可能性や減損損失の認識の判定等にあたっては、今後の新型コロナウイルス感染症

の影響は継続的に軽微であるとの仮定を置いて、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、当連結会計年度末

現在における最善の見積りを行っております。しかしながら、これらの見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ

た場合、翌連結会計年度の連結計算書類において繰延税金資産の取崩しや減損損失の追加計上等が必要となる可能性

があります。
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計算書類
株主資本等変動計算書（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

新 株
予約権

純 資 産
合 計資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特別償却
準 備 金

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 32,803 31,743 259 2,857 6 1,715 154,294 14,116 △288 237,505 44,650 1,944 120 284,219

事業年度中の
変動額

新株の発行 17,259 17,259 34,518 34,518

新 株 の 発 行
(新株予約権
の行使)

2 2 3 3

特別償却準備
金の取崩

△6 6 － －

別途積立金の
積立

428 △428 － －

剰余金の配当 △10,950 △10,950 △10,950

当期純利益 6,969 6,969 6,969

自己株式の
取得

△3 △3 △3

株主資本以外
の項目の事業
年度中の変動
額(純額)

△7,005 1,412 △3 △5,596

事業年度中の
変動額合計

17,261 17,261 － － △6 － 428 △4,404 △3 30,537 △7,005 1,412 △3 24,941

当期末残高 50,064 49,004 259 2,857 － 1,715 154,722 9,712 △291 268,043 37,645 3,356 116 309,160
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法）

（２）子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法

（３）その他有価証券 時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの … 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品は移動平均法による原価法を、未成工事支出金、販売用不動産及び仕掛販売用不動産は個別法による原価法を

採用しております。貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（３）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（４）完成工事補償引当金

完成工事に係る補修費支出に備えるため、過去の実績に将来の見込みを加味した額を計上しております。

（５）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。事業年度末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過している場合は、超過額を前払年金

費用として計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用については、発生年度に一括処理しております。

（６）関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財務状況等を勘案して、損失見込額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

６．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、外貨建取引の振当処理をヘッジ対象の貿易取引等に適用しておりま
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す。金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を適用しております。

（２）ヘッジ手段

為替変動リスクに対し、為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用しております。金利変動リスクに対し、金利

スワップ取引を利用しております。

（３）ヘッジ対象

社内管理規程に定められた方針に基づき、予定取引を含む貿易取引等の一部及び金利変動リスクのある借入金等

をヘッジの対象としております。

（４）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引及び通貨スワップ取引については、ヘッジの有効性が高いと認められるため、有効性の評価につい

ては省略しております。金利スワップ取引については、特例処理適用につき、有効性の評価については省略して

おります。

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式を採用しております。

表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度末に係る

計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

重要な会計上の見積りに関する注記

該当事項はありません。

貸借対照表に関する注記

１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

投資有価証券 15,790百万円

関係会社株式 3,204

関係会社長期貸付金 122

その他 1,764

合計 20,880

上記の資産に対応する債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 28,829百万円

３．有形固定資産の圧縮記帳累計額 1,332百万円
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４．保証債務等

（１）関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証

苅田バイオマスエナジー㈱ 19,155百万円

Sumitomo Forestry America, Inc. 16,925

(同)杜の都バイオマスエナジー 4,004

Sumitomo Forestry (Singapore) Ltd. 2,793

八戸バイオマス発電㈱ 2,199

PT. Kutai Timber Indonesia 1,610

Vina Eco Board Co., Ltd. 1,153

みちのくバイオエナジー㈱ 119

PT. AST Indonesia 115

川崎バイオマス発電㈱ 113

㈱住協 50

住協ウインテック㈱ 9

PT. Sumitomo Forestry Indonesia 4

合計 48,247

（２）その他の金融機関からの借入金等に対する保証

住宅・宅地ローン適用購入者 27,757百万円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 42,833百万円

短期金銭債務 78,641

長期金銭債務 1,575

６．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が当事業年度末残高に含まれております。

受取手形 5,824百万円

支払手形 3,655

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 14,589百万円

仕入高 130,991

営業外収益

受取利息 155

受取配当金 6,654

その他 191

営業外費用 122

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 288,374株
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 2,998百万円

賞与引当金 2,372

販売用不動産等評価損 162

退職給付引当金 1,800

関係会社事業損失引当金 697

関係会社株式評価損 6,670

投資有価証券・ゴルフ会員権評価損 1,300

完成工事補償引当金 559

その他 8,677

繰延税金資産小計 25,235

評価性引当額 △12,275

繰延税金資産合計 12,959

繰延税金負債

固定資産圧縮記帳積立金 757百万円

退職給付信託設定益 1,168

その他有価証券評価差額金 16,338

その他 3,726

繰延税金負債合計 21,988

繰延税金資産（負債）の純額 △9,029百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △20.7％

住民税均等割 2.2％

評価性引当額 10.7％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.5％
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関連当事者との取引に関する注記

１．関係会社等 （単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（注）４

科目
事業年度末

残高
（注）４

子会社
住友林業ホームエン
ジニアリング㈱

直接
100.0％

資材の有償支給・
戸建住宅の施工
役員の兼任

当社戸建住宅
の施工（注）１

86,847
未収入金

工事未払金

27,026

28,338

子会社
住友林業ホームテッ
ク㈱

直接
100.0％

住宅のアフター
メンテナンス
役員の兼任

余剰資金の預り
（注）２

－ 預り金 16,351

子会社
Sumitomo Forestry
America, Inc.

直接
100.0％

役員の兼任
増資の引受

債務保証（注）３

10,002
16,925

－ －

関連
会社

苅田バイオマスエナ
ジー㈱

直接
41.5％

役員の兼任 債務保証（注）３ 19,155 － －

（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般取引条件と同様に決定しております。

２ グループ内資金の一元管理を目的とするものであり、取引が反復的に行われていることから、取引金額の記

載は行っておりません。

３ 金融機関からの借入につき、債務保証を行っております。

４ 取引金額には消費税額等が含まれておらず、事業年度末残高には消費税額等が含まれております。

２．役員及び個人株主等 （単位：百万円）

種類 氏名
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（注）２

科目
事業年度末

残高

役員の
近親者

市川晃の近親者 － 住宅建築の請負 住宅建築の請負
（注）１

38 － －

（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般取引条件と同様に決定しております。

２ 取引金額には消費税等が含まれておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,538円20銭

１株当たり当期純利益金額 36円39銭

収益認識に関する注記

連結計算書類の「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

追加情報に関する注記

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を予測することは極めて困難でありますが、当社において

は、当事業年度の業績に一定の影響はあったものの、重要な影響は発生しておりません。

したがって、繰延税金資産の回収可能性や減損損失の認識の判定等にあたっては、今後の新型コロナウイルス感染症

の影響は継続的に軽微であるとの仮定を置いて、計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、当事業年度末現在にお

ける最善の見積りを行っております。しかしながら、これらの見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、

翌事業年度の計算書類において繰延税金資産の取崩しや減損損失の追加計上等が必要となる可能性があります。
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